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第２章　水循環施策と関連法令等

（1）我が国における水循環に関する施策のはじまり

我が国の国土政策において、河川の流域全体を視野に入れた治水、利水及び水環境のあるべき姿を
示すキーワードとしての「水循環」という概念は比較的早い時期から現れている。具体的には、昭和
52年に策定された「第３次全国総合開発計画（昭和52年11月４日閣議決定）」をはじめとして、そ
の後策定された各省庁における水に関する諸施策の中でも度々登場し、ついには平成26年に制定さ
れた水循環基本法において法律の名称に使用されることとなった。こうした過程を経る中で、「水循
環」という概念は有識者や政策担当者に限らず、我が国の社会全体において広く議論や研究の対象と
なり、徐々に共有され、学術用語、政策用語としても定着していった。以下、そのような過程につい
て紹介することとしたい。

（全国総合開発計画及び国土形成計画）

戦後の高度経済成長等を背景に「地域間の均衡ある発展」を基本目標として昭和37年に策定され
た「全国総合開発計画３（昭和37年10月５日閣議決定）」は、昭和52年に至り、「限られた国土資源
を前提として、地域特性を生かしつつ、歴史的、伝統的文化に根ざし、人間と自然との調和のとれた
安定感のある健康で文化的な人間居住の総合的環境を計画的に整備する」ことを基本目標とした「第
三次全国総合開発計画」に装いを改めた。ここでは、国土を水の循環という視点で捉え、水循環の舞
台である流域を国土管理の基本単位として設定することや、水系の総合的管理の概念が示された。

また、これに引き続いて昭和62年に策定された「第四次全国総合開発計画４（昭和62年６月30日
閣議決定）」では、水系の総合的管理として、人と水の関わりの再構築、分散貯留による流域の安定
性の確保、水と緑のネットワークが提唱された。さらに、平成10年に策定された第５次の全国総合
開発計画である「21世紀の国土のグランドデザイン５（平成10年３月31日閣議決定）」においても、
流域圏に着目した国土の保全という視点から、健全な水循環系の保全、再生の施策の実施について、
横断的な組織を軸として地域間や行政機関の相互の連携を図ることが明記された。このような考え方
は、国土形成計画法（昭和25年法律第205号）に基づいて平成20年に策定された「国土形成計画」

（平成20年７月４日閣議決定）にも引き継がれており、水循環基本法制定後の平成27年８月に変更さ
れた同計画６においても同法の趣旨を踏まえた内容が記載されている（図表７）。

3   �https://www.mlit.go.jp/common/001135930.pdf
4   https://www.mlit.go.jp/common/001135927.pdf
5   https://www.mlit.go.jp/common/001135926.pdf
6   https://www.mlit.go.jp/common/001100233.pdf
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図表７ 水循環に係る諸計画の年表

資料）内閣官房水循環政策本部事務局

（河川審議会小委員会）

河川行政の分野では、建設省の諮問機関である河川審議会総合政策委員会水循環小委員会におい
て、平成10年７月に「流域における水循環はいかにあるべきか」と題する答申がなされた。この中
では、「諸行政には水循環系の連続性に配慮した総合的な視点が希薄」、「今後は、水循環系の連続性
をトータルに捉えた視点で国土の総合的な整備・保全・管理を指向する枠組みに変えなければならな
い」との課題認識が示され、これらの課題に対しては、国土マネージメントに水循環の概念を取り入
れることや、水循環を共有する圏域ごとに関係者等からなる組織を設けて総合的な水環境マスタープ
ランの策定を行うべきこと等が提言された（図表８）。
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図表８ 河川審議会答申において示された基本的考え方

資料）内閣官房水循環政策本部事務局

（関係省庁連絡会議）

このような動きを受け、平成10年８月には、水に関係する行政分野を所管する６省庁（環境庁、
国土庁、厚生省、農林水産省、通商産業省及び建設省）により「健全な水循環系構築に関する関係省
庁連絡会議」が設置された。同会議は平成11年10月に「健全な水循環系構築に向けて（中間取りま
とめ）」を報告したが、この中で、健全な水循環系について「流域を中心とした一連の水の流れの過
程において、人間社会の営みと環境の保全に果たす水の機能が、適切なバランスの下にともに確保さ
れている状態」と定義付けるとともに、水を取り巻く現状やそれを踏まえた施策の基本的方向性等に
ついても認識を共有することとなった。

その後も、同会議としてモデル調査を実施するとともに、地域において流域の水循環の健全化に向
けた取組を実践している関係者（住民、NPO、事業者、行政等）を対象として、目標の立て方や取
りまとめのプロセス、具体的な施策立案のための方策（「健全な水循環系構築のための計画づくりに
向けて」（平成15年10月））について取りまとめるとともに、全国の先進事例を紹介するなどの一定
の成果を上げた。

（2）水循環基本法

先に見たように、平成15年に関係省庁連絡会議によって「健全な水循環系構築のための計画づく
りに向けて」が取りまとめられ、各地域において水循環に関する計画の作成と各種施策が実施され、
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関係省庁においてもフォローアップを行ってきた。
そのような状況の中、近年、都市部への人口の集中、産業構造の変化、地球温暖化などの気候変動

といった様々な要因が水循環に変化を生じさせ、それに伴い、渇水、洪水、水質汚濁、生態系への影
響などの様々な問題が顕著となっていること等を背景として、水循環の健全化への取組を求める声が
高まってきたとして、平成22年頃から水循環の健全化のための法制度整備へ向けた、政・官・学・
民の多様な関係者による議論が活発になり、その結果、平成26年３月に議員立法による「水循環基
本法案」が可決・成立し、同年７月１日に施行された。

（水循環基本法）

水循環基本法は、水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進するため、水循環に関する施策に
ついての基本理念等を定めたものである。同法第１条で法の目的を水循環に関する施策を総合的かつ
一体的に推進し、もって健全な水循環を維持し、又は回復させ、我が国の経済社会の健全な発展及び
国民生活の安定向上に寄与することと定め、第２条ではこの「健全な水循環」とは、人の活動と環境
保全に果たす水の機能が適切に保たれた状態での水循環であると定義している。さらに、同法第３条
では、水循環施策の実施に当たっての基本理念を明らかにし、「水は、水循環の過程において生じた
事象がその後の過程においても影響を及ぼすものであることに鑑み、流域に係る水循環について、流
域として総合的かつ一体的に管理されなければならない。」としており、流域を単位とし、一体とし
て健全な水循環の維持又は回復に向けた取組を行うべきとしている。また、同法第13条においては、
水循環に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画である「水循環基本計画」
を定めなければならないとしている（図表９、10）。

水循環基本法は、水が地表水又は地下水として河川の流域を中心に循環することを「水循環」と定
義し、その水が国民共有の貴重な財産であり、公共性の高いものであるとした。法成立以前は、特に
土地所有者との関係から、地下水の公共性の取扱いが明確でなかったため、地域において地下水利用
の配分や地下水障害発生時の対応等を難しくしていた側面があったが、水循環基本法の成立により、
地下水の公共性が明らかとなった。

（水循環基本法の改正）

水循環基本法が制定され、地下水の公共性が示されたことにより、地下水採取制限等の条例や取組
の後ろ盾となった。しかしながら、新たに条例を設けようとする地方公共団体にとっては、地下水の
挙動が明らかでない場合が多く、その挙動の解明や水収支等の調査を行う必要があること、自治体の
境界を越えて流動する地下水に対する取組には協議の場が必要であることなど様々な課題が残ってい
た。

これらの課題に対応し、地下水も含めた健全な水循環を維持・回復していくためには、国及び地方
公共団体において、地下水マネジメントを一層推進していく必要があるとの認識のもと、令和３年６
月に水循環基本法における地下水の位置づけを明確にする改正が行われた。具体的には、国及び地方
公共団体の責務として実施する水循環に関する施策に「地下水の適正な保全及び利用に関する施策」
が含まれることが明示されるとともに、事業者はその施策に協力する責務を有し、国民はその施策に
協力するよう努めることが示された。また、国及び地方公共団体が講ずべき「基本的施策」に、「地
下水の適正な保全及び利用」が追加され、地下水マネジメントの考え方を参考に、必要な措置を講ず
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べき旨の努力義務が、国及び地方公共団体に課されることになった。なお、国会審議の過程で、衆参
の国土交通委員会において、政府が、改正法の施行に当たり適切な措置を講ずべき諸点について、決
議が付されている（図表 11）。

図表９ 水循環基本法の概要

資料）内閣官房水循環政策本部事務局
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図表 10 水循環施策の推進体制

資料）内閣官房水循環政策本部事務局

図表 11 水循環基本法の一部改正案に対する決議

 

15 

 

図表 10 水循環施策の推進体制 

 

資料）内閣官房水循環政策本部事務局 

 

図表 11 水循環基本法の一部改正案に対する決議 

政府は、水循環基本法の一部を改正する法律（参議院国土交通委員会では「本法」）の施行に当たり、次の

諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。 

一 政府においては、地方公共団体が地下水の適正な保全及び利用を図るため、地域の実情に応じ、法令

に違反しない限りにおいて条例で定めるところにより、地下水の採取の制限その他の必要な制限をする

ことができることについて、地方公共団体に対して、周知を行うこと。また、その条例制定等に関し、必要

な助言等の支援を行うとともに、制定動向を把握し公表に努めること。 

二 地下水マネジメントを推進するため、地方公共団体等により観測されている観測データを集約し相互

利用する地下水データベースの構築を推進するとともに、地方公共団体による地下水の適正な保全及び

利用に関する協議会の運営や、地方公共団体等が行う地下水に関する観測等に必要な支援を講ずるこ

と。 

  また、飲み水などの生活用水や農業用水としても利用される地下水の水質に影響を及ぼす可能性のあ

る土地の利用に当たっても、地域住民の意見を踏まえた対応が図られるよう必要な措置を講ずること。 

三 法改正を踏まえ、水循環基本計画の改定等の必要性について検討を行うこと。 

資料）内閣官房水循環政策本部事務局 （注）下線部は参議院国土交通委員会のみの記載 

 

 

 

（注）下線部は参議院国土交通委員会のみの記載
資料）内閣官房水循環政策本部事務局
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（3）水循環基本計画

水循環基本法施行の約１年後、平成27年７月に、我が国の水循環施策の道しるべとなる「水循環
基本計画（平成27年７月10日閣議決定）」が閣議決定された。その後、約５年が経過し、水循環基本
法では、おおむね５年ごとに水循環基本計画の見直しを行い、必要な変更を加えるものとされている
ことから、この水循環基本計画に基づく水循環施策の効果に関する評価結果や、有識者・地方公共団
体等の各方面からの頂いた意見を踏まえ、新たな「水循環基本計画（令和２年６月16日閣議決定）」
が閣議決定された。新たな水循環基本計画では、現在の課題に対応する取組や、健全な水循環の維持
または回復に対して一層効果が見込まれる取組を中心に、とりわけ①流域マネジメントによる水循環
イノベーション、②健全な水循環への取組を通じた安全・安心な社会の実現、③次世代への健全な水
循環による豊かな社会の継承、の３本柱を重点的に取り組むこととしている。

また、令和３年６月に水循環基本法が変更され、地下水に関する規定が追加されたこと等から、地
下水に関する内容の充実化等を図るため、令和４年６月に、水循環基本計画の一部変更が行われた。
この一部変更では、政府が講ずべき施策として「地下水の適正な保全及び利用」の項目が新設される
とともに、施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項として、国、地方公共団体、事業者
及び国民の責務及び相互の連携・協力に関して、地下水に関する記述が追加・修正された。さらに、
令和２年６月に水循環基本計画が閣議決定されて以降に取組が進んだ内容として、水循環政策におけ
る再生可能エネルギーの導入促進とともに、流域治水関連法の全面施行を踏まえた取組推進に関する
記述が追加・修正された。なお、この一部変更は、令和２年６月に閣議決定された水循環基本計画の
計画期間内での一部変更であり、重点的に取り組む事項など追加・修正部分以外の内容に変更はない

（図表 12）。

図表 12 水循環基本計画の構成
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（4）流域連携の推進等

（流域マネジメントの手引き）

内閣官房水循環政策本部事務局では、具体的な流域を対象に実施したモデル調査や、全国で策定さ
れている流域水循環計画に基づく取組を踏まえ、流域水循環協議会設立や流域水循環計画策定などの
ノウハウを紹介した「流域マネジメントの手引き７」を策定し、流域マネジメントの取組を推進して
いる。

（水循環施策に関する支援窓口）

内閣官房水循環政策本部事務局は、流域水循環計画の策定や水循環施策の推進に関するアドバイ
ス、他地区の事例紹介等、各地域における流域マネジメントの取組を推進するため、水循環施策に関
する支援窓口を設置８している。また、各省庁個別の支援内容に該当する場合についても、取次を行
える支援体制を整備している。

（5）地下水関連法令及び対策等

①地盤沈下対策

地盤沈下は明治の後期から生じていたとされており、大正初期頃から社会問題化した。東京都江東
地区では大正の初期、大阪市西部では昭和の初期から地下水の汲み上げによる影響で地盤沈下の現象
が注目されるようになり、不等沈下や抜け上がり等による建造物の損壊や高潮被害等が生じた。

これらの地域では、戦災を受けた昭和20年前後には、地下水の採取量が減少したこともあって一
時的に沈下が停止したが、昭和25年頃から経済の復興とともに地下水使用量が急増するにつれて再
び沈下が激しくなり、沈下地域も拡大していった。昭和30年代には、地盤沈下は大都市ばかりでな
く、濃尾平野、筑後・佐賀平野をはじめとして全国各地において認められるようになり、昭和40年
代には、全国各地で年間20cmを超える沈下が認められた。

こうした広域的な地盤沈下は、後述するように、その後の地盤沈下対策の法律や地方公共団体の条
例等により概ね収束傾向にあるが、現在においても一部地域で地盤沈下が収束していない地域があ
る。また、渇水年においては、表流水の不足から地下水の揚水量が大きくなることにより地盤沈下が
進行する場合がある（図表 13）。

7   �https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/guide_river-basin.html
8   https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/support/contact.html
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図表 13 代表的地域の地盤沈下の経年変化

資料）環境省「令和４年度全国の地盤沈下地域の概況」より

（工業用水法とビル用水法）

大都市臨海部の工業地帯においては、地下水の過剰汲み上げによる地盤沈下及び地下水の塩水化等
の問題が生じ、工業用水の水使用の合理化はもちろんのこと、地下水の取水を規制し、地下水から転
換するための代替水の供給が必要となった。このことから、昭和31年、工業における地下水の取水
規制を目的として工業用水法（昭和31年法律第146号）が制定され、代替水源である工業用水道の整
備のための地盤沈下防止対策事業として、工業用水道事業費補助制度が創設された。

同法の制定によって、東京都、大阪府等の一部の地域において工業用地下水の採取規制が行われる
こととなったが、既設の井戸を規制対象としていなかったことや昭和25年以降、冷暖房用、水洗便
所用等の地下水の汲み上げが都市部を中心に急激に増加していたことにより、地盤沈下は依然として
継続し、さらに著しい沈下が生じるようになった。

また、昭和36年の第二室戸台風により大阪市で市域の３分の１が高潮のために浸水し大きな被害
を受けたことから、さらに強い地下水採取の規制の必要性が生じた。

このため、昭和37年、既設の揚水設備についても規制すること等を内容とする工業用水法の一部
改正が行われるとともに、冷暖房用、水洗便所用等の地下水の汲み上げを規制対象とした建築物用地
下水の採取の規制に関する法律（通称：ビル用水法）（昭和37年法律第100号）を新たに制定し、規
制用途、規制対象の拡大を図ることとなった。

これらの法律は、「用水二法」と呼ばれ、現在でも地盤沈下地域における地下水揚水規制の基本と
なっている（図表 14）。
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（地盤沈下防止等対策要綱地域）

関東平野北部、濃尾平野、筑後・佐賀平野などでは、昭和30年代に入ってから地盤沈下の範囲が
拡大した。

図表 14 用水二法の概要

工業用水法
（経済産業省・環境省）

建築物用地下水の採取の規制に関する法律
（環境省）

目的
特定の地域について、工業用水の合理的な供給を確保すると
ともに、地下水の水源の保全を図り、もってその地域におけ
る工業の健全な発達と地盤の沈下の防止に資すること

特定の地域内において建築物用地下水の採取について地盤の
沈下の防止のため必要な規制を行うことにより、国民の生命
及び財産の保護を図り、もって公共の福祉に寄与すること

規制の概要

指定地域内の（一定規模以上の）井戸により地下水を採取し
て工業の用に供しようとする者は、都道府県知事の許可を受
けなければならない。
都道府県知事は、経済産業省令・環境省令で定める技術上の
基準に適合していると認めるときでなければ、許可をしては
ならない。

指定地域内の（一定規模以上の）揚水設備により建築物用地
下水を採取しようとする者は、都道府県知事の許可を受けな
ければならない。
都道府県知事は、環境省令で定める技術的基準に適合してい
ると認める場合でなければ、許可をしてはならない。

規制用途
製造業（物品の加工修理業を含む。）、電気供給業、ガス供給
業及び熱供給業の用に供する地下水

冷房設備、暖房設備、水洗便所、洗車設備及び公衆浴場（一
定規模以上）の用に供する地下水（温泉水、工業用水を除
く）

規制方法
・揚水機の吐出口の断面積が一定以下であること
・�ストレーナーの位置が地表面より一定の深さ以深（以浅）
であること
　（条件は、地域ごとに定められている。）

・揚水機の吐出口の断面積が一定以下であること
・�ストレーナーの位置が地表面より一定の深さ以深であるこ
と

　（条件は、地域ごとに定められている。）

規制対象
井戸（動力を用いて地下水（温泉水を除く。）を採取するた
めの施設であって、揚水機の吐出口の断面積が6cm2を超
えるもの（河川区域内のものを除く）

揚水設備（動力を用いて地下水（温泉水を除く。）を採取す
るための設備であって、揚水機の吐出口の断面積が6cm2
を超えるもの（河川区域内のものを除く）

指定地域

10都府県17地域 ４都府県４地域

（注）各地域の詳細は環境省ウェブサイト参照「全国の地盤沈下地域の概況」
　　 https://www.env.go.jp/water/jiban/chinka.html

資料）環境省「令和４年度全国の地盤沈下地域の概況」より内閣官房水循環政策本部事務局作成
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関東平野北部における地盤沈下は、昭和30年代に入り
埼玉県南部で著しくなり、観測・調査体制の整備、被害の
復旧、代替水源の手当てが行われてきた。昭和40年代後
半に入ると、同県央から北部にかけても地盤沈下が観測さ
れ、昭和50年代にはさらに内陸の茨城県西部、千葉県北
西部、群馬県南部及び栃木県南部でも地盤沈下が観測され
るようになった。

濃尾平野の地盤沈下は、昭和34年の伊勢湾台風被害を
契機に注目されるようになった。濃尾平野は、木曽三川に
よって形成された沖積低地や埋立地などの低平地であり、
さらに、我が国最大のゼロメートル地帯を有することか
ら、治水上の危険度を増大させ、構造物の被害を生じさせ
る地盤沈下の進行が大きな社会問題となった。

佐賀平野では、昭和35年に白石町で幅300m、長さ
5kmの沈下帯が出現する。昭和48年には白石町で年間最
大13cm程度の沈下量を観測し、範囲も有明海北岸平野部
の全域に拡大した。一方、筑後平野では昭和44年頃に地
盤沈下が認められるようになり、昭和48年には大川市で
4.8cmの沈下量が記録された。

こうした状況から、昭和56年11月に地盤沈下防止等対
策関係閣僚会議が開催され、地盤沈下防止等対策関係省庁
連絡会議の設置と地盤沈下防止等対策要綱を策定すること
が決定された。昭和60年４月に濃尾平野、筑後・佐賀平
野について、また関東平野北部についても平成３年11月
に地盤沈下防止等対策要綱が決定され、この要綱に基づく
施策を国及び地方公共団体が推進してきている。

地盤沈下防止等対策要綱では、地下水採取を抑制し、地
下水保全を図る「規制地域」（関東平野北部では「保全地
域」と呼ぶ。）と調査・観測を行う「観測地域」を指定し
ている（図表 15）。

規制地域では、地下水採取量を目標量以内に抑制するた
めに、用水二法や条例の適正な運用による地下水の採取規
制、水源の表流水への転換を計画的に進めるための代替水
源の確保及び代替水の供給、節水及び水使用の合理化等の
各施策を地域の実情に応じて実施している。観測地域で
は、地盤沈下、地下水位等の状況の観測又は調査を行うと
ともに、地下水採取の自主規制の継続等適正な地下水採取
について指導している。

図表 15 地盤沈下防止等
対策要綱地域

（赤の範囲：規制（保全）地域、緑の範囲：観測地域）

【関東平野北部】

【濃尾平野】

【筑後・佐賀平野】

資料）国土交通省
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ダム等の代替水源施設の完成や関係地方公共団体の条例施行等により、表流水への水源転換、地下
水採取規制等の取組が進み、地下水採取量が減少し、近年は広域的な地盤沈下も沈静化してきてい
る。しかしながら、平成６年の渇水時に地盤沈下が進行したように、渇水等による一時的な地盤沈下
の進行や、いくつかの観測井（地下水位及び地盤高を観測）で沈下が継続していることから、当該要
綱に基づく取組を今後も継続していく必要がある。

②水質保全対策

地下水の水質保全に関する事項は、現在、水質汚濁防止法等により規定されている。ここでは、環
境基本法（平成５年法律第91号）及び水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）について、それぞ
れの変遷を示す。

（環境基本法）

環境基本法は、昭和42年に制定された公害対策基本法（昭和42年法律第132号）による規制的手
法を中心とする枠組みに代わるものとして平成５年に制定された。環境基本法は、国、地方公共団体
はもとより、事業者、国民の自主的取組などすべての主体による対応により、持続可能な社会を目指
すものである。同法第16条に基づき、人の健康の保護及び生活環境の保全の上で維持されることが
望ましい基準として、大気、水、土壌、騒音について環境基準が定められており、平成９年には、地
下水の水質汚濁に係る環境基準が定められた。現在、同法第16条の規定に基づく地下水の水質汚濁
に係る環境基準が28項目（カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素等）で定められている。
環境基準は、「維持されることが望ましい基準」であり、行政上の政策目標である。これは、人の健
康等を維持するための最低限度としてではなく、より積極的に維持されることが望ましい目標として
その確保を図っていこうとするものである。環境基準は、現に得られる限りの科学的知見を基礎とし
て定められているものであり、常に新しい科学的知見の収集に努め、適切な科学的判断が加えられて
いかなければならないものである。

（水質汚濁防止法）

水質汚濁防止法の目的は、工場及び事業場から公共用水域（河川、湖沼、港湾、沿岸海域等）に排
出される水の排出及び地下に浸透する水の浸透を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進する
こと等により、公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止を図り、もって国民の健康を保護するとと
もに生活環境を保全すること、また、工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康
に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護
を図ることである。

昭和45年の水質汚濁防止法制定時は、同法は公共用水域についてのみ規定されていたが、トリク
ロロエチレン等の有機塩素化合物による広範な地下水の汚染が明らかになった等の状況に鑑み、平成
元年の改正によって、有害物質による地下水汚染の未然防止及び有害物質の流出事故による環境汚染
の拡大の防止を図るため、有害物質を含む汚水等の地下への浸透を禁止する等の措置を定めるととも
に、地下水の水質の監視測定体制の整備及び事故時の措置等に関して必要な措置を講ずるための規定
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が追加された。
平成23年の水質汚濁防止法改正では、工場・事業場における有害物質の非意図的な漏えいや、床

面等からの地下浸透を防止するため、地下水汚染の未然防止のための実効ある取組制度の創設がなさ
れた。

③地下水マネジメント
（地下水マネジメントとは）

地域全体における地下水の保全と利用を、どのような状態でバランスをとることが望ましいと考え
るかは、地域の実情や目的によって異なり、より自然状態に近い保全重視とするのか、利用重視とす
るのかは、地域の合意によって選択される。

その際、関係者の立場と意向が個々に異なる場合があり、それぞれに異なる情報や課題認識を元に
発言を行うと、議論が成り立たず、地域としての合意が得られないこともある。また、取組の内容に
ついての立場が異なるだけで、見かけ上の対立を生じてしまう場合もある。このため、地域の行政、
住民、取組団体、事業者等の様々な地下水関係者が、同じ情報をもとに、客観的な事実として地下水
の現状や履歴を理解し、共通の課題認識を持つ必要があり、柔軟な運用によって妥協点を探る協議の
場が求められる。

水循環基本法に基づく「水循環基本計画」では、水循環に関する施策の基本方針の一つを「水の適
正な利用及び水の恵沢の享受の確保」とし、持続可能な地下水の保全と利用の推進を施策として位置
付けた。この施策において、地下水マネジメントを次のように定義し、それぞれの立場や意向が異な
る関係者の相互理解と合意形成を図りながら、地域全体として効率的・効果的な地下水マネジメント
を行うことを目指して取り組むこととしている。

水循環基本計画　第１部　１　流域における総合的かつ一体的な管理
（地下水の適正な保全及び利用）より
地下水の利用や地下水に関する課題等は一般的に地域性が極めて高いため、課題についての共

通認識の醸成や、地下水の利用や挙動等の実態把握とその分析、可視化、水量と水質の保全、涵
かん

養
よう

、採取等に関する地域における合意やその内容を実施するマネジメントを、地方公共団体など
の地域の関係者が主体となり、地表水と地下水の関係に留意しつつ、連携して取り組むよう努め
るものとする。

（地下水マネジメントの手順書）

内閣官房水循環政策本部事務局では、地方公共団体等の地域の関係者が地下水マネジメントに取り
組む際の参考資料として、「地下水マネジメントの手順書９」を令和元年８月に作成・公表している。

本書は、地域からの要望などを契機として、行政側から地域に対して地下水マネジメントの取組を
提案する場合を想定している。この場合、地域の様々な地下水関係者の意向や取組の実情を踏まえ、
相互に調整・連携し、地下水協議会の設置・運営や取組の評価・見直しを行うことになる。本書では

9   https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/groundwater.html
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この手順と留意点等を「総論編」と「実践編」に分けて解説しており、地域の地下水マネジメントの
実情や進捗状況に合わせて、必要な節を参照することができる。また、参考となる事例や技術情報等
については、技術資料編（別冊）に集録している（図表 16）。

（注）地域社会と地下水の関わりを４つの観点でとらえている。
資料）大野市、秦野市、熊本市等の資料より内閣官房水循環政策本部事務局作成

リスクの
予防保全

a）揚水設備設置時の
　 手続き

• 井戸の設置や廃止に伴う届出
• 新規井戸設置による周辺への影響検討結果を伴う許可制
• 取水量の報告義務

水源林保全

水田湛水（涵
かん

養
よう

）

環境学習

地下水位掲示板

b） 揚水設備能力の
　 制約

• 吐出口面積の設定
• 採取量の取水基準等の設定

c） 水質保全対策 • 水質モニタリング
• 不法投棄の監視、合併浄化槽の管理

d） 地下水涵
かん
養
よう
の促進 • 水田湛水等による地下水涵

かん
養
よう

• 浸透ます、還元井等からの人工涵
かん
養
よう

• 森林整備による水源涵
かん
養
よう

e） 啓発活動等 • 地域参加型のイベント、シンポジウム等の啓発活動
• 出前授業による小・中学生の環境学習

f） 協力金等 • 地下水涵
かん
養
よう
等の取組資金への支援

• 地下水利用量に応じた負担
g） 緊急時対策 • モニタリング等による地下水位の急激な低下等の察知と情報共有体制

• 地下水障害回避のための取水量調整の枠組み
• 大幅な水位低下や汚染発生時に揚水量調整や汚染原因特定に協力
• �地下水利用者間あるいは地下水利用者と地方公共団体との間で緊急
時の地下水利用に関する協定等を締結

h） 防災用水利用 • 地下水を地域の非常時用水として利用
• 防災井戸の登録制度を設置

i） 条例に基づく
　保全体制（保全）

• 条例に基づく利用者協議会への参加等

j） モニタリング等調査 • 取組の効果等を把握するための初期状態及び動態把握調査

k） 実態把握調査 • 地下水の実態を把握

地下水障害
の解決

a） 地下水汚染物質の
　 除去

• 汚染物質の除去、土壌浄化等

地下水浄化

b） 条例に基づく
　 保全体制（解決）

• �地下水障害時または地下水位の大幅な低下等が見られた場合におけ
る解決、改善のための規制

観点（注） 取組 取組方策の例

日常的な
利用

a）水道用水 • 水道の水源として利用

地域の湧水の共同利用

b）事業場用水 • 工場で原料や冷却水・洗浄水として利用
• 事業場で建築物の冷暖房用水やトイレ用水などに利用

c）農業用水 • 農業（水田、野菜、花き等）への地下水利用

d）養魚用水 • 養殖に利用

e）消流雪用水 • 積雪の多い地域では消流雪用水として利用

f）飲食品製造 • 飲料や食品の原料として利用
• 地域の地下水による地場産品のブランド化

地域活性化
への活用

a） 観光資源利用 • 地域の名水・湧水などを観光スポットとして活用
• 地域めぐりと一体で集客に活用

観光スポット

b）地方創生 • �地域のブランディングや水利用企業の誘致、産業創出による雇用創
出等に活用

図表 16 地下水マネジメントにおいて、連携・調整して進められる取組方策の例
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（地下水・地盤環境の保全と地下水利用のためのガイドライン）

（ア）「地下水保全」ガイドライン　～地下水保全と持続可能な地下水利用のために～
環境省では、地下水・地盤環境保全に携わる地方公共団体等を主な対象として、地域に見合った健

全な地下水の保全と持続可能な利用を図る施策を検討していく際に参考となる方策や情報を提供する
「「地下水保全」ガイドライン（第二版）10（令和３年３月改訂）」を公表している。

（イ）硝酸性窒素等の地域におけるガイドライン
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素（以下、「硝酸性窒素等」という。）は、地下水の水質汚濁に係る環境

基準項目の中で、特に継続して超過率が高い状況にある。このような状況を踏まえ、環境省では、地
方公共団体等が現状を把握し、対策を立案し、取組を推進していくための手引きとして、「硝酸性窒
素等地域総合対策ガイドライン11（令和３年３月）」を公表している。

（ウ）地中熱利用にあたってのガイドライン
環境省では、環境共有資源である地下水・地盤環境の持続可能な利用を行いながら地中熱利用の普

及促進を図ることを目的として、現在得られている知見・研究に基づいて、地中熱利用ヒートポンプ
のメリットとともに、想定される地下水・地盤環境への影響の可能性と技術の導入における留意点を
提示し、熱利用効率の維持や地下水・地盤環境の保全に資するモニタリング方法等についての基本的
な考え方を整理した「地中熱利用にあたってのガイドライン12（令和６年３月一部更新）」を公表し
ている。また、地中熱を分かりやすく説明した一般・子供向けのパンフレットや動画を公表 13してい
る。

（エ）湧水保全・復活ガイドライン
湧水の保全・復活のためには、地域住民、行政、地元企業、大学、研究機関などの多くの組織が連

携して、取組を進めていくことが有効的であることから、環境省では、先行自治体の取組事例を紹介
しつつ、湧水の保全・復活の手引きとして分かりやすく解説した「湧水保全・復活ガイドライン14

（平成22年３月）」を公表している。また、全国の都道府県・市区町村を対象に湧水保全に係る状況
調査を隔年で実施し、各地の代表的な湧水に関する情報を「湧水保全ポータルサイト 15」において公
開している。

10   https://www.env.go.jp/content/900539387.pdf
11   https://www.env.go.jp/water/chikasui/post_91.html
12   https://www.env.go.jp/content/000122999.pdf
13   https://www.env.go.jp/seisaku/list/thermal.html
14   https://www.env.go.jp/water/yusui/guideline/full.pdf
15   https://www.env.go.jp/water/yusui/
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【コラム】非常時の代替水源としての地下水

大規模災害時における代替水源としての井戸（地下水）の活用は、断水時の生活下におい
て大変重要な手段であり、令和６年１月の能登半島地震後にも井戸（地下水）が活用されま
した。

能登半島地震時の羽咋市での事例
　市では、能登半島地震発生翌日の１月２日に、防災情報「利用できる井戸水の案内に
ついて」のメール（羽咋市安全・安心メール）を市民に発信しました。これにより、断
水下でも多くの市民が生活用水として、地下水を利用することができました。

図表 羽咋市での井戸水に係る情報発信等

羽咋市HPより

提供井戸の活用状況（羽咋市提供）

羽咋市HP「井戸水提供情報」より

「地下水マネジメントの手順書」では、地震などの非常時における地下水利用の有効性に
ついて記しています。また、水循環基本計画内で地方公共団体等に対し策定を推進している

「流域水循環計画」では、実際に防災井戸の登録制度等について記されている計画もありま
す。今後とも、国では、非常時も含めた地下水の有効利用について推進していくこととして
おり、後述する水循環アドバイザー制度では、派遣するアドバイザーに防災井戸の利活用等
に係る有識者も登録しています。
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参考１：水循環アドバイザー制度の紹介

１．水循環アドバイザー制度とは

令和２年に策定した水循環基本計画において、流域マネジメントの取組を推進するため、流域水循
環計画の策定に取り組む地方公共団体等に対して水循環に関するアドバイザーを派遣する支援を行う
こととしている。

このため、流域マネジメントに取り組み、又は取り組む予定の地方公共団体等からの求めに応じ、
知識や経験を有する水循環アドバイザーの現地派遣やオンライン会議を通じて、流域水循環計画の策
定・実施に必要となる技術的な助言・提言を行うことを目的として、令和２年度に「水循環アドバイ
ザー制度」を創設した。

参考図表１ 水循環アドバイザー制度の流れ

水循環に関する施策や分野は多岐にわたるため、水質、地下水、地域振興、教育・人材育成など
様々な分野の有識者や行政職員をアドバイザーとして登録しており、水循環アドバイザー制度は例年
地方公共団体等で活用されている。なお、アドバイザー活用のシーンも、行政職員の勉強会から地域
協議会等の水循環に対する理解醸成に向けた講演等、様々となっている。
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参考図表２ アドバイザーの専門分野や水循環アドバイザー制度の実績（R5）

２．水循環アドバイザー制度の活用

ここでは水循環アドバイザー制度を、流域水循環計画作成を目的に活用した事例、流域マネジメン
トの取組推進を目的に活用した事例について紹介する。
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活用事例１　流域水循環計画作成に向け活用した事例（大阪狭山市）

大阪狭山市は、ため池や農業用水路などの水資源が豊富な地域だが、その一方で、急速な
都市化の進展を経て、人口減少や高齢化に伴う水インフラの維持管理や、気候変動に対する
治水対策等に課題があり、令和３年４月から、流域水循環計画の作成を開始した。

大阪府内には流域水循環計画を作成している地方公共団体がなかったため、水循環アドバ
イザー制度を活用した有識者による事例紹介や助言等が行われた。

実施方法：職員との打ち合わせ形式

依頼内容：流域水循環計画を策定するに当たっての技術的助言及び取組事例紹介

派遣有識者：滋賀県琵琶湖環境部技監兼琵琶湖保全再生課長 三和信彦氏（役職は派遣時）

大阪狭山市担当者の声：�　大阪狭山市では流域水循環計画作成段階の初期に、流域水循環
計画を具体的にイメージし、大阪狭山市独自の理念や計画骨子等
を検討するため、流域水循環計画に取り組んでいた滋賀県琵琶湖
環境部より説明等を受けました。

　　　　　　　　　　　�　当日は、流域水循環計画に該当する「琵琶湖保全再生施策に関
する計画」の策定と導入の経緯、同計画に基づく今後の方向性等
について、実例に即して詳細に説明頂きました。

　　　　　　　　　　　�　流域水循環計画作成段階の初期は、水循環に係る施策が多岐に
わたること、市役所職員や大阪府内に流域水循環計画作成経験者
がいなかったため、担当者としては手探り状態でした。そのよう
な中、具体的な取組事例等を詳細に説明頂くことで、本市でご活
躍されている市民団体などの具体的な取組等を結びつけるイメー
ジができ、その後の計画作成に大変役立ちました。その結果、令
和５年３月には、次世代にもわかっていただけるような冊子も追
加し、「大阪狭山市水循環計画」を作成することができました。

参考図表３ 大阪狭山市水循環計画の概要等（左　表紙、右　概要）
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活用事例２ - １　流域マネジメント実施に活用した事例（松山市）

松山市では、流域マネジメントの取組を推進するに当たり、これまで３度、異なるテーマ
で水循環アドバイザー制度が活用されている。ここでは、令和４年度と令和５年度の実績等
について、紹介する。

【令和４年度】

依頼内容：若年層向けの水に関する教育、普及啓発に関する講演及び助言

派遣有識者：特定非営利活動法人 雨水市民の会 理事 笹川みちる 氏

松山市担当者の声：�　松山市では、平成６年の大渇水を経験していない小学生等を対象
に「水」の重要性などを伝える、「水」に関する出前講義等を行っ
てきました。しかし、「水」教育に関する専門職員がいない実態も
あり、小学生から大学生までの若い世代を視野に、より効果的な講
義とするため、本制度を活用した有識者からの助言を２回に分けて
得ることとしました。

　　　　　　　　　�　１回目は水循環施策に係る多数職員を対象に、有識者の経験も踏
まえた事例紹介や講義内容への助言を得ました。参加した職員から
は、「普段は、自分の担当業務のみに意識が集中しており、水循環
のつながりを意識できて勉強になった」「他課との連携を大切にし
たい」などの気づきの声を得られました。

　　　　　　　　　�　２回目は、１回目の助言を踏まえて作成した、中学生向けの講義
内容について助言を得ました。これにより、地域特性を踏まえた分
かりやすい内容、かつ、ゲーム（すごろく）も取り入れた新しい講
義内容を作成できました。同年度の出前講義で早速活用したとこ
ろ、参加した中学生からは、「楽しく理解を深めることができた」
など、好評の声を聞くことができました。

参考図表４ 実施状況
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活用事例２ - ２　流域マネジメント実施に活用した事例（松山市）

【令和５年度】

依頼内容：地下水の水賦存量を検討する際の留意点等について

派遣有識者：筑波大学 生命環境系 教授 辻村 真貴 氏

松山市担当者の声：�　松山市にとって地下水は大変貴重な水資源ですが、表流水のよう
に目に見えないため、実態把握が難しいこと、また、地下水を専門
とする技術者がいないこともあり、本制度を活用し、地下水の水賦
存量調査や流動把握などについて助言を得ました。

　　　　　　　　　�　当日は、現地視察で地域の実態について紹介した後、会議室で、
地下水に携わる複数課の職員参加のもと、地下水に関する基礎的な
事項から、水賦存量調査の手法といった専門的な事項まで、日頃業
務で悩んでいる事項について、助言等を得ました。

　　　　　　　　　�　今回の水循環アドバイザー制度を活用したことで、日頃の疑問点
等について助言が得られたとともに、日頃接点がない有識者との

「つながり」を構築することができました。今回の助言で、当市の
課題がすべて解決したわけではありませんが、今後の業務に活用し
たいと思います。また、今後の業務の進捗に応じて、疑問点などに
ついて有識者や内閣官房水循環政策本部事務局に相談しつつ、進め
ていく予定です。

参考図表５ 実施状況
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３．水循環アドバイザー制度

水循環アドバイザー制度の募集要件の概要は、以下の通り。

◆対象団体　�流域水循環計画の策定・実施に取り組み、又は取り組む予定の地方公共団体等の団体
（流域水循環協議会及びその構成員を含む）

◆募集期間　内閣官房水循環政策本部事務局のウェブサイトで確認下さい。
◆派遣形式　現地派遣、オンライン会議（両方の併用も可能）
◆費用関係　派遣費用・謝礼金等は無料 （内閣官房水循環政策本部事務局で支出）
◆対象分野　�流域水循環計画の策定、水質改善、地下水、水インフラ、地域振興、防災・減災、水辺

空間、水文化、普及啓発・広報、教育・人材育成等、関係者や職員を対象とした会議や
勉強会等の講師としての派遣も可能です。

◆その他　　�水循環アドバイザー制度の詳細は、内閣官房水循環政策本部事務局のウェブサイトで確
認等することができます。ご不明な点等ございましたら、内閣官房水循環政策本部事務
局まで、ご連絡下さい。

内閣官房水循環政策本部事務局
Tel：03-5253-8389　E-mail：hqt-mizujyunkan@mlit.go.jp
URL：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/index.html

※予算等には上限があり、ご要望に添えないことがあります。
※上記は令和６年度の概要であり、今後変更となる可能性があります。
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参考２：ウェブサイト等の紹介

　水循環に関係するウェブサイトを紹介しますので是非ご活用ください。

内閣官房水循環政策本部事務局ウェブサイト
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/index.html）
　水循環基本法に関する各種会議の開催情報から、「水の日に関する行事等」や、
　本事務局で作成している「流域マネジメントの手引き」等の幅広い情報を
　発信しています。

〇「8/1は水の日」・「水の日に関する行事等」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/event/mizunohi.html）
　�　水循環基本法は８月１日を「水の日」と定めており、水循環政策本部等が主催している
　水の日に関する行事・イベントについて実施状況等をお知らせしています。
〇「水循環白書」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/white_paper.html）
　　水循環の現状と課題、水循環基本計画に盛り込まれた施策の取組状況を報告しています。
　本ウェブサイトは過去の白書についても取りまとめております。
〇「流域マネジメントの手引き」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/guide_river-basin.html）
　　地域における流域水循環協議会の設置や流域水循環計画の策定等を解説しています。
〇「流域マネジメントの事例集」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/case_studies.html）
　　流域マネジメントに取り組む際の参考となる先進的な取組事例を紹介しています。
〇「地下水マネジメントの手順書」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/materials/materials/groundwater.html）
　　地下水マネジメントの基礎的知識や取り組む際の実践的なノウハウを解説しています。
〇「地下水マネジメント推進プラットフォーム」
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gmpp/index.html）
　　地下水マネジメントに取り組む地方公共団体等を一元的に支援するため開設しています。

　支援窓口
　（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/support/contact.html）
　水循環施策への支援については窓口を設けていますのでご活用ください。

日本の水資源の現況　（国土交通省 水管理・国土保全局 水資源部ウェブサイト）
　（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_fr1_000037.html）
　日本の水需給や水資源開発の現状、今後早急に対応すべき水資源に関わる
　課題等について総合的に取りまとめています。
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